様式第1号(第4条関係) 
年　　月　　日　

　甲斐市長　　　　　　　様

申請者所在地　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　

事業認定申請書

　甲斐市産業立地事業費助成金交付要綱第4条第1項の規定により事業認定を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。

1　工場等の名称及び立地所在地
　　　名称
　　　所在地

2　事業内容について
	主な業務内容と生産品
	　

	日本標準産業分類の業種分類（細分類）
	

	要綱別表に規定する成長分野の該当の有無
	

	要綱別表に規定する高付加価値創出事業の該当の有無
	


※添付書類　会社の概要(パンフレット等)

3　土地について
	①既に保有している土地
	②今後保有を予定している土地
	総面積

	　土地売買契約日
	年　月　日
	　　取得予定日
	年　月　日
	m2


　　※借地の場合、「土地売買」を「賃貸借」と読みかえる。
　　※契約が複数の場合、事業認定申請直前の締結日を記載すること。
　　※①は当該申請に係る土地をいい、②は当該申請に係る土地で申請以外に保有する予定の土地をいう。
　　※添付書類
　　　・土地取得に関する全ての契約書の写し（借地の場合は賃貸借契約書の写し）
　　　・土地取得に関する支払状況を示す書類
　　　・土地の概要(別紙様式1―1)

4　事業のスケジュール
	建設工事請負契約日
	年　　月　　日　　

	操業開始予定日
	年　　月　　日　　

	事業完了予定日
	年　　月　　日　　


　　※事業完了日とは、事業認定に係る事業が要綱の要件を全て満たす日のことをいう。
　　※添付書類　事業認定に係る事業のスケジュール表(別紙様式1―2)

5　投下固定資産について
	投下固定資産額
	円　


　　※添付書類
　　　・投下固定資産の配置がわかる図面
　　　・投下固定資産一覧表(別紙様式1―3―1)
　　　・投下固定資産額がわかる契約書又は見積書の写し

6　賃借料等について(本社機能移転等、情報通信業等及びオフィス設置事業に限る)
	賃借料等
	円　


　　※添付書類
　　　・機械設備の配置がわかる図面
　　　・賃借料等一覧表(別紙様式1―3―2) 
　　　・賃貸借に係る契約書又は見積書の写し

7　増加する常時雇用労働者の概要
	既に市内に工場等が所在するとき、その常時雇用労働者数
	人

	事業認定申請に係る事業で増加する常時雇用労働者数
	人

	
	うち県外からの常時雇用労働者数
	人

	
	うち市内から新たに雇用する者
	人


　　※添付書類　市内の工場等の常時雇用労働者の名簿(別紙様式1―4)


8　県内既存工場等について
　(1)名称及び所在地
　　　名称
　　　所在地





　(2)概要
	区分
	数量
	金額
	摘用

	土地　
	　
	円
	　

	建物等
	　建物
	　
	円
	　

	
	その他償却資産
	　
	円
	

	
	計
	　
	円
	



9　その他の資料
　(1)定款及び商業登記簿謄本
　(2)決算書(最新決算年度)
　(3)環境保全対策届出書(別紙様式1―5)
(4)土地の求積図、面積計算書
　(5)工場等の位置図、平面図、立面図
　(6)客室面積（内法）がわかる図面等（宿泊業に限る。）
(7)先端技術の研究開発に係る国等の採択書類（高度先端分野に該当する事業の場合）
(8)カタログ等成長分野に該当することを証する書類（成長分野に該当する事業の場合）
(9)地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第２５条の規     定に基づく確認書の写し（高付加価値創出事業に該当する場合）
(10)地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第１３条第４項の規定に基づく承認書の写し（宿泊業に限る）




















(様式1―1)
土地の概要書

	既に保有している土地
	所在地
	
	
	

	
	面積
	
	
	

	
	売買賃借契約日
	
	
	

	
	保有の形態
	買取・借地
	買取・借地
	買取・借地




	今後保有を予定している土地
	所在地
	
	
	計

	
	予定面積
	
	
	

	
	契約予定日
	
	
	

	
	保有の形態
	買取・借地
	買取・借地
	




(様式1―2)
事業認定に係る事業スケジュール表

	企業名称
	　
	　
	　
	



	○土地取得日・土地賃借日
	　
	　
	○工場等の賃貸借契約日
※本社機能移転等、情報通信業等に限る
	
	　
	○常時雇用労働者の採用
	　
	

	　
	　
	　
	
	
	
	・土地取得日から操業開始日までの期間
	　
	A

	○工場等の設置
	　
	　
	○機械・設備等のリースの状況
	
	　
	
	うち県外からの増加雇用労働者数
	　
	

	・建設工事請負契約日
	
	
	・リース設置開始日（最初に設置したもの）
	　
	
	
	うち市内から新たに雇用する者
	
	B

	・建設着手日
	　
	　
	・リース設置完了日（最後に設置したもの）
	　
	
	・操業開始日から1年以内の期間
	　
	C

	・建設完成日
	　
	　
	
	
	
	
	うち県外からの増加雇用労働者数
	　
	

	・操業開始日
	　
	　
	
	
	
	
	うち市内から新たに雇用する者
	　
	D

	
	
	
	
	
	
	・市内新規雇用率　　　(B＋D)÷(A＋C)×100(％)
	
	

	〇事業完了日
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	土地取得日から操業開始日までの期間
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	※建設着手日は、最初の建物着手日を記載すること
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	※建設完成日は、最終の建物完成日を記載すること
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（新）

	　
	(　　　)年度
	(　　　)年度
	(　　　)年度
	(　　　)年度

	　
	4　5　6　7　8　9　10　11　12　1　2　3
	4　5　6　7　8　9　10　11　12　1　2　3
	4　5　6　7　8　9　10　11　12　1　2　3
	4　5　6　7　8　9　10　11　12　1　2　3

	土地取得日
工場等の設置

	　
	　
	　
	　

	常時雇用労働者の採用(採用数(県外者内数)(市内者内数))
	　
	　
	　

	　
	　
	
	
	

	事業完了予定日
	　
	　
	　
	　














(様式1―3―1)
投下固定資産一覧表

(1)建物及びその附属設備
	名称
	数量
	単位
	取得(予定)日
	取得価額
	備考
	　
	着手(予定)日

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　



	　
	　
	　
	取得額小計
	円


(2)構築物
	名称
	数量
	単位
	取得(予定)日
	取得価額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	取得額小計
	円


(3)機械及び装置
	名称
	数量
	単位
	取得(予定)日
	取得価額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	取得額小計
	円


(4)車両及び運搬具
	名称
	数量
	単位
	取得(予定)日
	取得価額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	取得額小計
	円


(5)工具器具及び備品
	名称
	数量
	単位
	取得(予定)日
	取得価額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	取得額小計
	円



	　
	　
	　
	取得額合計
	円


※建物については着手日、完了日を記入のこと。
※数量は、建物本体については延床面積、機械、装置、車両、運搬具、工具器具、備品は”式””棟””台””個”など適宜表示すること。
※建物、附属設備にかかる請負契約書の写し、又は見積書の写しを添付すること。
※今回の計画の敷地の配置図、工場の平面図(各階)、立面図を添付すること。
(様式1―3―2)
賃借料等一覧表
(1)建物等
	名称
	数量
	単位
	賃借期間(予定)
	賃借価額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	賃借額小計
	円


(2)機械及び装置
	名称
	数量
	単位
	賃借期間(予定)
	賃借価額
	備考
	　
	法定耐用年数
	リース終了後の取得有無

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　
	



	　
	　
	　
	賃借額小計
	円


(3)ソフトウェア
	名称
	数量
	単位
	賃借期間(予定)
	賃借価額
	備考
	　
	法定耐用年数
	リース終了後の取得有無

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	円
	　
	　
	　
	



	　
	　
	　
	賃借額小計
	円


(4)通信回線使用料
	名称
	数量
	単位
	契約期間(予定)
	契約額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	賃借額小計
	円


(5)改修費用
	名称
	数量
	単位
	改修(予定)日
	改修価額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	改修額合計
	円


(6)住居手当
	名称
	数量
	単位
	支給期間(予定)
	支給額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	支給額合計
	円


(7)転居費用
	名称
	数量
	単位
	支給期間(予定)
	支給額
	備考

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	円
	　



	　
	　
	　
	支給額合計
	円



	　
	　
	　
	賃借額等合計
	円



※数量は、建物本体については延床面積、機械、装置、車両、運搬具、工具器具、備品は”式””棟””台””個”など適宜表示すること。
※建物、機械及び装置にかかる賃借契約書等の写し、又は見積書の写しを添付すること。
※今回の計画の敷地の配置図、工場の平面図(各階)、立面図を添付すること。
※(5)改修費用については、オフィス等を改修した費用のうち、固定資産として計上しないものに限る。
(様式1―4)
市内の工場等の常時雇用労働者の名簿
	番号
	氏名
	生年月日
	住所
	入社日
	備考

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	

	26
	
	
	
	
	

	27
	
	
	
	
	

	28
	
	
	
	
	

	29
	
	
	
	
	

	30
	
	
	
	
	

	31
	
	
	
	
	

	32
	
	
	
	
	

	33
	
	
	
	
	

	34
	
	
	
	
	

	35
	
	
	
	
	

	36
	
	
	
	
	

	37
	
	
	
	
	

	38
	
	
	
	
	

	39
	
	
	
	
	

	40
	
	
	
	
	

	41
	
	
	
	
	

	42
	
	
	
	
	

	43
	
	
	
	
	

	44
	
	
	
	
	

	45
	
	
	
	
	

	46
	
	
	
	
	

	47
	
	
	
	
	

	48
	
	
	
	
	

	49
	
	
	
	
	

	50
	
	
	
	
	

	51
	
	
	
	
	

	52
	
	
	
	
	

	53
	
	
	
	
	

	54
	
	
	
	
	

	55
	
	
	
	
	

	56
	
	
	
	
	

	57
	
	
	
	
	

	58
	
	
	
	
	

	59
	
	
	
	
	

	60
	
	
	
	
	



(様式1―5)
環境保全対策届出書

[bookmark: _GoBack]
企業名　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

1　環境保全についての会社の基本的な考え方
	　



2　大気、騒音・振動、水質(排水)、地下水、産業廃棄物についての施設とその内容及び対策について
	種別
	施設名
	能力
	具体的な防止対策
	関係機関への届出等の有無

	大気
	　
	　
	　
	　

	騒音・振動
	　
	　
	　
	　

	水質(排水)
	　
	　
	　
	　

	地下水
	　
	　
	　
	　

	産業廃棄物
	　
	　
	　
	　


※法令の対象となる特定施設を有する場合は、その施設を含む操業の系統図
※関係機関へ届出等が済んでいる場合は、交付された受理書のコピーを添付

